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こ の の人 こ と ば

1．ソーシャルインクルージョンとしての障害者就労

　企業等での就職を希望する障害のある人がここ数
年，増加している。ハローワークでは，求職登録件
数・就職件数が急増し，2011（平成23）年度のまと
めでは，就職件数は前年度比12.2％増の約６万件で，
過去最高を示している。その背景には，障害者雇用
率制度に基づく企業への障害者雇用率達成指導の強
化や障害者自立支援法による就労移行支援事業の展
開，特別支援学校における就職促進のための取り組
みの強化等，労働，福祉，教育分野等をあげた制度
的な支援の充実があげられる。いわば「福祉から雇
用」への動きが加速化しているといえる。同時に，
こうした政策的な意図のみならず，障害があっても
当たり前に通常の職場で働く機会を望む障害のある
人が増えていること，それを支えようとする社会の
変容が確実に進んでいることなどが背景として考え
られる。こうした動きによって，まさに職場におい
ても，だれも排除しない，ソーシャル・インクルー
ジョン（社会的包摂）としての障害のある人の就労
が実現しつつあるといえる。
　現在の障害者法定雇用率1.8％（民間企業）は，
来年度から2.0に引き上げられるが，就職を希望す
る障害のある人の増加は，その原動力になっている
ことも，通常の職場で働くことの重要性を示す証で
もある。

2．重要性を増す職業能力開発

　こうした障害のある人の就労ニーズと，障害のあ
る人を雇用し，その能力を最大限発揮させる企業等
の事業所とのマッチングが重要さを増しているとい
える。単に，「障害者も働くべき」とか「障害者雇
用率制度があるから雇用しなければならない」とい

う関係性ではなく，障害の種類や程度をこえて，「だ
れもがその持ち得る能力を発揮する」働き方を実現
することは，障害のある人にも，企業にも，そして
社会全体にとっても大きな利益をもたらすことはい
うまでもない。
　その際には，障害当事者も含めて，関係者は従来
の仕事と障害のある人との固定的なマッチングの概
念から解放されることが重要である。車いすの利用
者は座位を中心とした事務作業，知的障害のある人
は，単純反復的な作業へという考え方から，障害の
種類をこえたマッチングの可能性を追求する職業能
力開発のフレームワークの転換が必要となる。例え
ば，発達障害故に対人関係に困難があるからという
ことを根拠に，今後の高齢社会において人材不足が
見込まれる介護労働の分野から遠ざけてしまうので
はみすみすその潜在能力を生かせないことになり，
大変勿体ない。実際の職務を改めて見つめ直し，具
体的な職務遂行能力の獲得に向けて，障害の種類や
程度にかかわらず，適切な訓練プログラムとして構
築していくことが関係者には求められる。
　ところで，障害のある人の職業能力開発について
は，知的障害，精神障害，発達障害のある人の就労
ニーズが高まるにつれ，ジョブコーチ支援に代表さ
れる，「訓練してから就職」ではなく，「就職してか
ら訓練」（実際の職場においてのアセスメントや必
要な技能の訓練）という考え方に基づく支援が浸透
してきている。その個人の職務遂行能力も本人の技
術や技能の付与や向上のみならず，作業手順の変更
や障害に配慮した環境の設定によって，「できない
仕事」を減らしていく方法が重視されるようになっ
ている。また，国際連合の障害者権利条約にも代表
されるように，障害のある人が保護の対象ではな
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く，権利の主体であると位置づける考え方を踏まえ
ると，単に「訓練をして，働き手に転換する」ため
の狭い意味での職業訓練では，今日的な障害のある
方への支援観になじまない面があることも否定でき
ない。

3．全人的なかかわりとしての職業能力開発

　その際，重要なのは，職業能力開発が単なるマッ
チングのために，障害のある人の不足を「指導して」
「教える」という枠組みではなく，本来の職場にお
けるインクルージョンを促進するために，障害のあ

る人自身をエンパワメントすることを含めた包括
的，相互性を持った全人的な取り組みとして位置づ
けられることであると思う。障害のある人にとって
社会生活力を獲得するのは，職業能力開発の直接的
な目的ではないが，結果として権利を行使するため
の基本的な力をつけていくことにつながれば，きわ
めて効果的である。訓練が障害者の就労支援の一部
をなすのではなく，リハビリテーション，それも
「全人的な権利の回復」としての機能を発揮したと
きに，職業能力開発の今日的な意義は，ますます高
まるのではないだろうか。
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